平成３０年度　第９回　在宅医療と介護連携チーム（子会議）
平成３０年１２月１１日（火）18時30分～20時30分
サニープレイス　３階研修室
（１）支援室主催の研修報告
・11月16日(金)　18：30～20：30　ふれあい会館にて総勢90人。医療と介護の連携を主に顔の見える関係づくりを目的にしたワールドカフェ方式のテーマは『「入院時情報提供書」を用いて入退院時の連携について』でグループワークを実施した。
（２）各団体より今後研修に取り上げてほしいテーマについて
・歯科医師会：歯科医師会が知識を共有する、逆に他の団体からもそのような発表できる身内的な研修があるとつながりやすい。
・ケアマネ：普段参加しないケアマネにも今後も研修が開催される時には、声かけ・呼びかけをしていきたい。
・病院ソーシャルワーカー：退院し在宅で過ごすにあたり「嚥下」の問題は大きい。何処の歯科医師が嚥下内視鏡を行っているのか、どのような形で介入するか、実際にサービスには繋げるが実態が分からないところがある。嚥下についての勉強会を提案した。
・訪問看護：研修は医療従事者向け・一般向けと別々にあると良い。
・訪問リハ：訪問リハは職能団体が多く県内で毎日最低でも2~3研修があり、この協議会に対しての研修テーマはない。
・通所介護：ゴミの個別収集・救急医療情報キット他高齢者を取り巻くサービスや仕組み・手続き、靴の後ろに貼る反射ステッカー等、現場ですぐに家族に対応できる冊子の配布をしたい。 
・事務局：市高齢者福祉のしおりは福祉長寿課が所管。市高齢者福祉のしおりは市と社協が提供するサービスのみ限られるので民間のサービスに繋ぐのはケアマネの知識がある。市のご案内なので、辞書的な機能は果たさない。高齢者福祉のしおりや座間市民便利帳を事業者向けの配布可否やホームページのアップ状況について確認する。
・特養：一般的に老人ホームも地域包括支援センターも知られていない。「いざ介護が必要となった時は地域包括支援センターに行くのが一番。」との周知を市民向けにしたい。
・薬剤師会：薬局窓口で身の上話と相談をどのようにして市のサービスに繋げるか、介護サービスに繋げるのか等、薬剤師が知っていると多くを救えるため、市で行っているサービス等の冊子を薬局に配付しその研修会があると良い。
・医師会：座間市内の何処の病院でどのような医師がどのような診療をしているのか等、製薬会社と勉強会を行っている。「顔見せ・知り合う」事で連携が深まる事を目的として、連携支援室と連携して年明け今年度内に1~2回の開催を考えている。
・訪問介護：一般市民向け勉強会を行った事により各々の事業所でできる事を出し合い横のつながりの中で自分たちの特化した意見がでてきた。①市民向け・事業者向けの両方に対しての「行政サービス」を知れる場②事業者向けに医療と介護の現場で災害時にどのように動くかの二本。
・社協：民向け・事業者向けで分け、市民向けでは認知症や色々なサービス等について広く知ってもらい、事業者向けでは専門性の高い事・顔の見える関係づくり・連携を意識して研修する。
（３）各団体や各業種の連絡会等の立ち上げについて
提案医師会：看護師・ケアマネ等の集まりの窓口を連携支援室が担うのはどうか。
・支援室：市の委託料の中ではある程度の制約があり、団体を立ち上げる支援はできるが立ち上がった後の運営には携われない。
・事務局：市町村の判断で財政的に予算を付けてやるかどうか。地域支援事業を超えた部分は検討が必要。
・医師会：各事業体の自立や運営維持を医師会はサポートする立場だと思っている。
・事務局：なるべく地域支援事業の中で行えば、国費県費から運用はできるので負担が減り、連携支援室も堂々と地域支援事業の中で運営ができる。現在県に「運営補助」となるとNGなので、違う観点からこのような事例、他県、他市でグレー部分を地域支援で携えてないか確認しているがまだ回答が得られてない。団体の立ち上げや連携するまでが地域支援事業という発想。立ち上がったあとは自立するとなる。団体がどのような性質なのかは地域支援事業では問わず、「地域の実情に応じ」との言葉になる。それを束ねて協議体とするのかも市町村判断。県と確認してなるべく良い形・打開案を調査中。財政は厳しいが理由と必要性を説明し、予算が付けば、連携支援室に別の委託を乗せて市の予算を投入して（ア）~（ク）プラス（コ）を座間市として依頼する事は可能。
・職種毎の連絡会：医師会、歯科医師会はある。ケアマネ協会はある。ソーシャルワーカー会は、完全ではないがある。訪問看護協会はある。（４市か県央地区）訪問リハは県央地区にある。ヘルパーはない。通所介護はある。（通所介護事業所連絡会は研修を行っているが規約はない。）
・事務局：国の体制づくりの後の運用にはお金がかかるが、市町村では支出予算の優先順位をつけなくてはいけないところがあり出せるところと出せないところがある。工夫が必要。
（４）ワーキンググループについて
規約ができていないならそれを検討するワーキンググループを作ればよい。在宅医療介護連携チームの役割は（ア）~（ク）をどのように連携支援室が推進していくか、これはやってほしいという思いがあれば連携支援室に申し出てワーキンググループを作りコアな話しをする。研修会内容を考えるワーキンググループを作る。研修に関しては次回親会議の2月までに詳細を示したい。在宅支援についてのチームを立ち上げたいとなった場合この会議を通さず直に連携支援室に話して良い。基本はこの会議委員が聞いて承認を得て、最後は委員長が許可する。まずはこの会議で共通認識を持ち、意思決定として連携支援室に依頼し、ワーキンググループを作り進める。訪問介護事業所の連絡協議会を立ち上げるため連携支援室が訪問介護事業所実態調査を含め全部のバックアップを支援する。⇒異議なし・了承された。
　　　　　　　　以上
